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第３回ＩＣＴを活用した歩行者移動支援の普及促進検討委員会 

平成２７年３月１１日 

 

 

【総合政策局総務課長】  それでは、定刻になりましたので、開催をさせていただきます。 

 本日は大変お忙しい中、皆様、お集まりいただきまして、ありがとうございます。委員の

皆様は本日、全員ご出席のご予定と伺っております。森先生が若干おくれられておられるよ

うですが、定刻でございますので、始めさせていただきたいと思います。本日はありがとう

ございます。 

 まず、私のほうから初めに、手元の、お手元の資料の確認をさせていただきたいと思いま

す。机の上に配付してございます配席図、開催要領、名簿のほかに、資料の１から４、参考

資料の１から４というのが載っております。参考資料１として「オープンデータによるサー

ビス展開の可能性、資料２として「国土交通省等が保有するデータについて」、資料３とし

て「地理院地図の取組」、資料４として「提言（案）」となってございます。また、参考資料

が１から４まであろうかと思います。もし漏れている資料がございましたら、事務局のほう

にお知らせいただければ幸いでございます。よろしいでしょうか。 

 それでは、これより議事を進めさせていただきたいと思います。以後の議事の進行を坂村

委員長にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 大変申しわけございません。議事を飛ばしてしまいまして、申しわけございません。大変

失礼いたしました。申しわけございません。開会に当たりまして、主宰者であります徳山技

監よりご挨拶申し上げたいと思います。申しわけございません。 

【技監】  本日はお忙しい中を委員の先生方には第３回の委員会にご出席を賜りまして、

まことにありがとうございます。第１回が６月、２回目が１１月ということで、活発なご意

見をいただきながら、今日、取りまとめまで行きたいと、こう思っているわけでございます。 

 この歩行者の移動支援のプロジェクト、もう既にこの委員会の前、もう約１０年ぐらい前

から、坂村先生はじめ委員の皆さんにご指導いただきながら、ここまで至っております。 

 いよいよ、いろいろな情報技術、あるいは、世の中のニーズなどが煮詰まってきていると

思います。２０２０年の東京オリンピック、パラリンピックももうあと５年というところま

で迫っておりますし、こういう一つの契機にぜひ実現をさせたいものだというふうに思っ

ているわけです。 
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 当然、歩行者の移動支援、歩行は基本のモードでありますから、ここで成立することにな

りますと、非常にオープンなプラットフォームとして、あらゆる交通機関の情報、あるいは、

観光の情報、そして、健常者も障害をお持ちの方も、日本人も外国人も、平時も非常時にも

使えるというものを目指していくんだろうなと、こう思っています。 

 ちょうど今日は３月１１日、あの東日本大震災から４年でございまして、ただいまちょう

ど黙祷と天皇陛下のお言葉があったところまでちょうど受けて、今、私もここに参りました

ですけれども、こういう日にこの委員会の取りまとめに至るというのも少しそうしたご縁

かなというふうに思っております。ぜひ世の中の役に立つようなスタートを切れるような

取りまとめにお願いしたいと思っております。 

 後ほど詳しくご説明をさせますけれども、国交省としても、私どもが所有するさまざまな

データを率先して積極的に公開していくという思いでございます。このような考え方も踏

まえて、提言をお示しいただけますようお願いをしたいと思います。どうぞよろしくお願い

いたします。 

【総合政策局総務課長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、坂村委員長からご挨拶をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【坂村委員長】  どうも、坂村でございます。今、徳山技監からもお話がございましたよ

うに、進んだこのＩＣＴ、情報通信技術を使って、車だけでなく、人間を中心に、歩行者が

自分の力だけでいろいろなところに移動してもらうような社会をつくるというのは、少子

高齢化が間違いなく来る我が国にとって非常に重要なインフラ、新たな社会基盤になると

思っております。 

 そういうことで、ここ１０年間ぐらい、いろいろな研究開発実証実験を繰り返してまいり

ましたが、情報通信技術の成熟とともに、これを実用化させることがいよいよ可能になって

きたと思っております。 

 また今、徳山技監からもお話がございましたように、２０２０年に我が国はオリンピック、

パラリンピックを迎えます。そのために国を挙げて、進んだ情報通信技術を使って世界各国

から来る方々をおもてなしすることは国の方針にもなっておりますので、東京都などとも

いろいろに協力して、国としてもきちんとした体制をつくる必要があると思っております。 

 その中で、特にこの歩行者、人間を中心に、外国から来る方まで含めて、いろいろな方が

自由に自分の目的地とするところに移動できるようなインフラをつくることは、外国の方

だけでなく、我が国の今後を考えた上でも重要です。 
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 特に高齢化社会を迎える我が国にとっては、高齢者、また、障害をお持ちの方に対しての

適切な誘導ができるということはまさにこの目的にも最も合ったものとなると思います。

この委員会の名前として障害者の方というだけではなく、ユニバーサルデザインであらゆ

る方をということになっていますので、その中には外国の方も入るし、また、例えば肢体不

自由の方とか視覚障害の方も当然入ると思います。あらゆる方のためになるという、ユニバ

ーサルデザインという考えに基づいてはじめた、このＩＣＴを利用しての行者移動支援が、

２０２０年に向けての準備としても一歩進んでいるのではないかと思います。 

 特に今日の議題になっておりますオープンデータ、オープンデータを使ったオープンア

プローチは、私も前から主張していることでありまして、そのために今、技監のほうから、

積極的に国土交通省はこのオープンデータ化に対しての方策に対して推進したいという力

強い言葉を伺いましたので、今日の委員会、実りのあるものになると思っております。よろ

しくお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

【総合政策局総務課長】  どうもありがとうございました。 

 冒頭のカメラ撮りはここまでとさせていただきたいと思いますので、ご協力をお願い申

し上げます。 

 それでは、森委員もお見えいただきました。５人の委員の方、全員おそろいで、ありがと

うございます。これより議事を進めさせていただきたいと思います。 

 以後の議事の進行を坂村委員長にお願いしたいと思います。よろしくお願いします。失礼

しました。 

【坂村委員長】  まず、この最初の１枚目の、今日お配りした資料の第３回目の次第とい

うところを見ていただくとわかりますように、今日の議事は大きく分けまして４つござい

ます。 

 順番にこの議事どおり進めさせていただきたいと思いますけど、まず最初の議題が「オー

プンデータによるサービス展開の可能性について」ということで、前回もオープンデータは

重要だという話がいろいろ出ていたのですが、これに関して、事務局のほうでまとめてもら

いましたので、まずはこの１の資料に関して、事務局から説明してもらい、その後、皆さん

でディスカッションしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【総合政策局総務課政策企画官】  政策統括官付の政策企画官の植田と申します。着座に

て説明させていただきます。よろしくお願いいたします。 
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 資料１、お手元の資料１をごらんをいただきます。「オープンデータによるサービス展開

の可能性」と題しております。前回、先ほど坂村委員長からもありましたように、オープン

データに関するいろいろなご説明をしましたけれども、なかなか一般論になっていて、その

オープンデータで歩行者移動支援がどうなっていくのか、具体的な歩行者の観点から説明

するべきじゃないかというふうなご指導をいただきました。今回、そういったことも踏まえ

まして、オープンデータでどういったサービスが出てくるのかということを少し取りまと

めております。 

 めくっていただきまして、１ページ目は、今、オープンデータと言われているものがどう

いう状況になっているのかということをお示ししております。国がオープンデータに取り

組み始めたのが３年前の平成２４年であります。「ＤＡＴＡ.ＧＯ.ＪＰ」というカタログサ

イト、国のカタログサイトをつくりました。現在の状況が左下の表でございますけども、１

万３,０００近くのデータが公開をされており、その４分の１ぐらい、国土交通省もデータ

を公開しているという状況でございます。 

 国の動きにならいまして、地方公共団体ですとか民間の方々もさまざまなデータの公開

が始まってきております。これは地方公共団体のホームページですとか民間が開設するウ

ェブサイトなんかを使ってやられているわけでありますけれども、真ん中の表はそのいろ

んなウェブサイトの一つのLinkDataという、最も我々が知る中では多くデータが載せられ

ているんじゃないかという民間ウェブサイトでありますけれども、その中でも１,２００ぐ

らいのデータ、国の１０分の１程度ではありますけれども、国を追いかけるようにデータが

載り始めてきていると。 

 少し中身を分析してみますと、やはり施設の位置の情報ですとか施設の名称ですとか、そ

ういう歩行者の移動を支援するようなデータというのが半分ぐらい入っているのかなとい

うのが我々が確認できた範囲での今の状況でございます。 

 このようなデータの公開に合わせまして、そのデータを活用したさまざまなアプリケー

ションが、サービスが世の中に出始めているわけでありまして、これも我々、確認できた範

囲でありますけれども、こういう左側にあるようなデータを使って、８６０、１,０００弱

のいろんなサービスが出てきて、その中をもう少し丁寧に見てみると、３分の１ぐらいは歩

行者に対して施設の情報を提供したりですとか、経路を案内していると、そういう歩行者移

動支援サービス、いわゆるそういうサービスが出始めているということであります。 

 ２ページはそれをちょっと少し時系列で見ました。左側の赤いグラフ、折れ線グラフはオ
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ープンデータに取り組んでいる地方公共団体の数ですが、２年前に国が始めるのと合わせ

まして、地方でも取り組みが始まり、今飛躍的に増加しつつある状況であります。 

 それに合わせまして、右側のアプリの公開数と書いておりますが、青いグラフのほうは公

開されたさまざまなサービス、これも我々が確認できる時間がわかるものだけを表示して

おりますけれども、左の自治体の数の増加とあわせて、右側も増加してきていると。おそら

くはこの３分の１程度は、上の数字から推計しますに、そういう歩行者の移動を応援するよ

うなものも含まれているんじゃないかというふうに思っております。 

 ３ページ目は、じゃあ、それを、そういういろんなサービス、誰が提供しているんだろう

というものを少し見てみましたけれども、左側のグラフが７割ぐらいは個人の方々がそう

いうデータを使っていろんなサービスをしていますし、民間の団体、企業、あるいは、研究

機関、ＮＰＯ、自治体みずからがやっているものも確認されましたが、まさにデータをオー

プンすることによって、さまざまな主体がいろいろなものをつくり始めるんだということ

が確認できているのかなと思っております。 

 そしてまた、右側には、じゃあ、そのきっかけはどういうきっかけでそういうオープンデ

ータを使ったアプリをつくっているかというと、やはり最初のころはハッカソンとかコン

テストとか、そういうイベントをやりながらというものですけれども、今現在は半分以上は

データを出すだけでそういうアプリケーションをつくってきているというふうな状況であ

ります。第１回の委員会で坂村委員長のほうからは、まずデータを出してみると、それを見

て、あとは信じる、祈るというふうな言葉もいただきましたけれども、まさにそういうこと

も期待ができるのかなというふうな感じがうかがえるデータでございます。 

 ４ページ目からは、ここまではまさにまだ一般論なんですけど、具体的に、では、各地で

どのようなことが起こっているのかというのを少し現場で調査をしてまいりましたので、

ご紹介をいたします。 

 まず、福井県の鯖江市でございますけれども、こちらのほう、非常にオープンデータとい

う意味では有名な都市でありますが、これは国が始める前に先んじて平成２３年から市役

所の中にそういう組織をつくって、市民ですとか地元の学生さん、あるいは、ＩＴ企業なん

かと連携しながら、オープンデータを使ったいろんな取り組みを進めてきております。 

 既にデータが１００近くのデータを公開して、百数十のアプリケーションができている

わけですが、下には簡単なアプリケーションを示しています。これは鯖江市にいる方が自分

の現在位置から近くの避難所までの徒歩ルートを近い順に表示すると、そういうふうなア
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プリケーションでありまして、民間の株式会社、ＩＴ企業が開発したものであります。市役

所が中心となってデータの公開等を取り組んでいる事例でございます。 

 同じく、５ページは横浜市でございますけれども、こちらも横浜市の内部に副市長をトッ

プとするような組織を立ち上げて、オープンデータに取り組み始めております。こちらも鯖

江と同様に、民間の方々と連携をしながら進めているわけですけども、市みずからがオープ

ンデータの推進に関する指針を策定したり、あるいは、「データカタログ」という形でウェ

ブサイトを公開して、民間のデータも載せられるような場も提供していると。 

 結果として、その下にサービスを紹介しておりますけれども、これは「防災クエスト」と

いうアプリケーションで、民間の方々の個人の集まりがつくったサービスでありますけれ

ども、自分の現在地がハザードマップ上のどこにいて、避難所まではどう逃げればいいのか

ということがわかるようなサービスであります。 

 ６ページは福島県の会津若松市であります。こちらも市役所の中にそういう組織をつく

って、市役所みずからが「DATA for CITIZEN」という、これもウェブサイト、オープンデー

タを置く場でありますけれども、そういうものを構築して、そこから先は地元の大学ですと

かＮＰＯ、ベンチャー企業なんかと連携して、そういった方々がサービスを提供していくと

いうふうな構造になっております。下の例はバス停、現在地から最寄りのバス停にアクセス

するような案内をするアプリケーションが、これもCODE for AIZUという民間団体で開発を

されたという事例であります。 

 この３つ、もちろん３つだけではありません、いろいろと調べてみましたけど、１つ、こ

のオープンデータをやる中でいろんなサービスが出ていくんですけれども、そのときの市

町村の役割というのが少しずつ変わってくるんではないかというのが５ページ目――、ご

めんなさい、７ページ目であります。 

 下にちょっと絵を描いています。歩行者移動支援サービスに限らず、さまざまな行政サー

ビスを行うに当たって、従前のやり方というのは、市町村、行政、役所が課題・ニーズを把

握して、そのために必要なデータですとか、そういったものを収集したり作成したりして、

そして、サービスの提供までを市みずからが行ってきたということで、多くの役割をひとえ

に市が担っていて、結果としてできるサービスというのは特定のサービスでありましたの

で、なかなかきめ細かいところまで手が届きにくかったと。 

 一方、先ほどの鯖江ですとか会津若松ですとか横浜の事例を見ますと、課題・ニーズの把

握はもちろん市がやるのでありますけれども、それに必要なデータというのはみんなで持
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ち寄ってきて、市の役割として、やっぱりそういうデータを公開して皆さんに使ってもらう

ところに力を注いで、その先のサービスの提供というところはいろんな人にやってもらう

というふうな構造が、これは市だけで、国もこれからこうなっていくのかもしれませんけれ

ども、出てき始めていると。 

 結果、いろんなサービスが出てまいりますので、それらが全てが全て非常に効果的なサー

ビスかどうかということはありますが、いずれさまざまなサービスが出ることによって、い

ろんなニーズにも対応ができるんじゃないかというのが一つの考察であります。 

 ８ページ目からは別の事例を少し示しております。これは群馬県の渋川です、１つ目は。

ここは温泉地、伊香保温泉がある温泉地として有名なわけですけれども、こちらも最初は障

害者の方々へのバリアフリールートを提供するようなサービスだけを始めたわけでありま

すけれども、それに加えて、やはり観光地というような場の状況から、観光情報を提供した

りとか、あるいは、外国人がいるということで多言語の情報を提供したりとか、そういうふ

うな形で、この歩行者、特に障害者の誘導に限らず、それ以外のサービスと一体的に提供す

ることによって利用者が増えているという事例であります。 

 ９ページ、こちらも似たような東京都の狛江でございます。狛江のほうでももともとはバ

リアフリールートの提供をするようなサービスでありましたけれども、いろんな地域の方

の声を聞くと、それ以外にも地域情報とか生活情報をあわせて提供するという形で利用者

を確保しているというふうな事例でございます。 

 １０ページは少し海外の事例、これは前回の委員会で古屋委員のほうからもご紹介をい

ただきましたスペインの事例でありますけれども、スペインではそもそも観光部局、そうい

う情報部局とか福祉部局でなく、観光部局が観光のためのアプリを作成する中に、その中の

一つに障害者向けの車椅子使用者向けのアプリですとか、経路案内のアプリケーションで

すとか、そういったサービスが一体的に提供されているというふうな形で、先回、古屋委員

からも、場に応じて誰がどういうサービスを提供するのかということを考えるべきである

というふうなことも、こういうことから確認をしたわけであります。 

 こういったことから、２つ目の考察が最後のページに示しておりますけれども、先ほどの

渋川とか狛江とかスペインの事例を見ますと、やはり、歩行者移動支援サービスというもの

の普及促進を図るためには、その歩行者移動支援サービスはもちろん提供するわけですけ

ど、それがほかのいろんな場に応じた情報提供サービスとか、そういったものと連携して一

体的に提供することが非常に効果的なんではないかというふうなことを確認をしたわけで
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あります。 

 以上がオープンデータでどういったサービスができるのか、そして、そのときにどういっ

たことに気をつけなければならないかという考察でございます。 

 以上でございます。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。 

 これはほんの一例で、今、全世界で、特に米国などはもう何十万件というオープンデータ

が出ていまして、全部紹介するのはちょっと大変なので、典型的な歩行者の移動に関するよ

うなものを重点的にご紹介いただいたのですが、これに関しまして、何かご質問とかご意見

があれば伺いたいと思います。いかがでしょうか。どうぞ。 

【森委員】  ご説明いただきまして、ありがとうございました。すごい順調に先進的な自

治体の事例が進んでいると思うんですけれども、何ていうんでしょうか、いろいろお話を聞

いていただいたと思うんですが、彼らからのニーズといいますか要望事項みたいなものっ

てありましたでしょうか。それをちょっと教えていただければ。 

【総合政策局総務課政策企画官】  やはり、前回もご紹介したかもしれませんけど、デー

タを集めるのが非常に大変なので、そういうデータというのをどこかに見に行けばわかる

ようにしてもらえると、非常にありがたいんだと。それはデータの管理、更新も含めてなん

ですけど、そういった声がありましたのと。 

 やはり、先ほど、最後のほうで紹介しましたけれども、歩行者移動支援サービスだけでや

るとなると、なかなかモチベーション自体も役所の中でも高まらないので、市全体の取り組

みとしていくようなことを方針として示していただきたいという話でありますとか、ある

いは、データにしても、インフラにしても、単独のもので、先ほどの話と関連します、単独

に使うんではなくて、いろんな用途に使えるようなことにも気を配っていかなきゃいけな

いなとか、そういうふうな声が市役所の方々を中心にありました。 

【坂村委員長】  ディベロッパーズサイトという、データがどういうふうに公開されてい

て、それをどういうふうに使ったらいいのかというその典型的な使い方みたいなのをあわ

せた、開発者向けのウェブサイトを、市町村とか国とかデータ提供者側が用意するのが普通

なんですね。 

 我が国の政府も全然何もやってないわけじゃなくて、「ＤＡＴＡ.ＧＯ.ＪＰ」というのが

あります。そこにはディベロッパーズサイトがちゃんとあって、日本のいろいろな省庁も今、

積極的にオープンデータ化しようというようなことで、内閣府を中心として、いろいろと展
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開しようとしていて、そういうことに対して公開の仕方は標準化していこうというような

話が出ています。 

 大事なところは、最初の話にもありましたように、データは公開するけどサービスはみん

ながやってねというようになっているところです。これが今までの行政モデルと全く違っ

て、今までの行政というのはサービスまで提供するのが行政でした。オープンデータでは全

てのサービスを行政は提供しない――そのベースになるデータは行政が提供するから、サ

ービスはみんなでやろうというというモデルです。情報の世界では、そういうオープンにし

てみんなでというようにしていくというのが一つの流れですね。 

 このほかにも、さっき言いましたように、たくさんの成功例が出ているんで、やっぱりこ

の方向は間違ってないのではないかということで、Ｇ８でも一昨年チャーターになってい

るので毎回各国の進捗が確認がされていて、どのぐらいオープンデータが増えているかと

いうことが――我が国ですと総理ですけども、ご出席なさるところで確認されているとい

うことになっていますね。 

 何かほかにございますか。どうぞ、どうぞ。 

【古屋委員】  ご説明ありがとうございました。 

 ７ページに関しまして、質問といいますか、ちょっと確認をさせていただければと思うん

ですけども。７ページのほうは、基本、これ、データを公開していくという一連の過程が従

前と今後というものを比較しているという、そういうことで理解できると思うんですけど

も、ちょっとオープンデータから一歩先で、じゃあ、実際に何をつくっていくのかという話

になってきてしまうのかもしれませんが、ちょっと事例としてつくばの例をご紹介したい

と思うんですけれども、つくばは「つくばスタイル」といって、環境に優しい都市を出して

いこうという形で、いろんな取り組みをしていると思うんですが、その中では市の持ってい

るオープンデータとか、それから、ビッグデータみたいなものをうまく使えないかというこ

とで、そのつくば市が問題意識を持っていた。 

 その中で、自分たちの持っているデータだけでは十分じゃないですし、いろんな企業さん

とか、持っている方が一堂に会して、つくば市、今後どうしていったらいいのかとか、現状

のモニタリングをどうしたらいいのかという、そういう協議会を開いたというような形な

んですね。 

 その中で、国総研さんと、それから、筑波大の人が入って、単にオープンにできないデー

タがあるけれども、お互いそのウイン・ウインの関係になるのであれば、こういう工夫をし
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てデータを出していきましょうという形で、そこに仲介者が入ることによって、何ていうん

でしょうか、今までの限界をさらに超えていける、より使えるようになったという、そんな

ような事例があるというふうにちょっとこの間、伺いました。 

 したがいまして、こちらの中にはそのデータの収集というところで市町村と行政、黄色と

白のところにありますが、そのほかにここに仲介者が入ることによってさらにデータが収

集できたり、データの公開の先を見据えたさらに効果的な収集、活用というものができるん

じゃないかなというふうにちょっと思ったものですから、例えばここに外部のコメントを

入れるという、そういう手順がないかどうかということが１つです。 

 それから、２つ目は、同じところで、サービスの提供が一番最後になってしまっています

が、サービスを提供して、さらにそのプラン・ドゥー・チェック・アクションじゃないです

けど、それを再評価するというふうな過程がどこかしら入ったら、さらに効果的じゃないか

なというふうにちょっと思いました。 

 ちょっとすみません、オープンデータとは逸脱したのかもしれませんが、以上です。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。 

 当然ですけど、最初は国がデータをオープンするのですが、公共性の高い民間もそれに続

く。しかし、オープンデータ化するのは難しいので仲介者が入るというような、そういうご

紹介をいただきました。 

 何かほかにございますでしょうか。よろしいですか。 

 そうしますと、また後でご意見があったら、委員の方からご意見いただくとしまして、い

よいよ２番目の議題ですが、国土交通省は一体どういうデータを持っているのかと。 

 これは私のほうからも、今日、調べて出すべきだというようなことを特に事務局に注文を

つけておきましたので、まずはほかの省庁に先駆けて、国土交通省がやらないとだめだとい

う話を前回もいろいろ言わせていただいたのですけれど、じゃあ、それに対してどうなった

かというので調査が事務局のほうで上がってきましたので、国土交通省が保有するデータ

について、まずちょっとご説明いただきまして、また議論させていただきますので、よろし

くお願いいたします。 

 事務局から説明をお願いいたします。 

【総合政策局総務課政策企画官】  それでは、資料２「国土交通省等が保有するデータに

ついて」に基づきまして、ご説明をいたします。 

 先ほど、委員長のご指摘のとおり、前回の委員会で、前回の委員会で、ごめんなさい、１



 

 -11-

ページにありますけれども、さまざまな施設に関するデータですとか移動に関するデータ

ですとか災害の情報ですとか、いろんなサービスをやるに当たって、移動の観点から必要と

なるデータ、こんなものがありますよねというご紹介をさせていただきましたけれども、そ

れにつきまして、先ほど、坂村委員長からお話しされましたし、それらについて国が持って

いる、国土交通省が持っている情報もたくさんあるんだろうから、まずそれを出して、その

上で、県、市町村、民間の方々にもお願いをするという手順でやるのではないかというご指

摘、ご指導をいただきましたので、私どもでこのここに掲げていますそれぞれのデータ、ど

れだけのものを持っているのかということをまず確認、調査をいたしました。 

 施設のデータ、移動のデータ、その他のデータ、それぞれについてご説明をします。 

 まずは、施設に関するデータでございますが、３ページからごらんください。施設、いわ

ゆる箱物のようなものですけれども、私どもは前回の委員会で５６ぐらいの施設の情報と

いうのが大事じゃないかという提案をしました。内訳を見てみますと、やっぱり行政が持っ

ているものが半分強、残りを鉄道事業者さんとかという公益的な団体と全くの民間のホテ

ル、百貨店、コンビニみたいな方がいらっしゃるわけでありまして、行政の持っている情報

もさらに細かく見ますと、やはり市町村が持っている身近な生活サービスを送るための施

設は市町村が持っているものが多いのでありますけれども、まずは国からということで、国

はじゃあ、何を持っているんだというのを調べてみたのが４ページ目であります。 

 国のほうでは、国土交通省の官庁営繕部のほうで国が管理している、国交省に限らず、財

務省ですとか厚労省ですとか、いろんな役所が管理している出先機関も含めた官庁施設、税

務署ですとかハローワークですとか、そういう一般の方々がお越しになるような施設、そう

いった施設のバリアフリーの状況を下に表で書いていますけれども、基本情報として施設

の位置ですとか名前、そして、そこはどういうふうなバリアフリーの状態になっていますか、

出入口の状態、階段、廊下の状態とかトイレはどうなっていますか、駐車場はどうなってい

ますかと。 

 こういったことを、世の中に１,３００ぐらいそういう国の管理する施設があるわけです

けども、その情報を５年ごとに、５年ごとよりは５つに分けて、つまり２５０ずつぐらいで

毎年毎年調べて更新をしていく調査をしているものがありまして、こういったデータは既

に国土交通省のほうでエクセル形式で所有をしているという状況でございます。 

 じゃあ、このデータというのはどれぐらい役に立つんだろうというのを５ページ目に少

し、前回この大きな青いやつが、前回、私どもがこういうデータがあったらいいと思います
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というのをいろいろヒアリングをしたり基準を調べたりして示しましたけども、その中身

を見ますと、基準できっちりこうやるべきだとなっているものと、それから、推奨されてい

るオレンジのような部分、具体的には休憩場所があったほうがいいねとかいうもの。 

 さらに青いところというのは実際、民間でサービスをしているものですとか、あるいは、

ニーズを聞いてみたらこんなのもというふうなので、あればいいかなという、これでサービ

ス水準がもっと上がっていくというふうなものでありますけれども、今、官庁営繕部のほう

で調べているデータですと、この赤い部分、基準で規定されている部分については少なくと

も今すぐにどこにどうなっているかというのは国の施設としてわかるという状況でありま

す。 

 もちろん個々の施設は国土交通省ではなくて各省庁が管理しておりますので、これを公

開するとなると、そういった方々の調整もありますが、今のところ、それぞれの省庁に聞い

ている範囲においては、皆さん、こういう政策目的で公開することについては前向きな回答

をいただいておりますので、引き続きこういったものは公開をしていきたいというふうに

思っております。これは官庁施設であります。 

 先ほども出ました国の施設以外でも行政が持つ施設で市町村が大変たくさん持っている

とご紹介しました。国が提供、公開をした上で、市町村にもお願いをしていこうと見たとき

にどうなるかというのが６ページ目からであります。 

 まだ市町村は悉皆調査をするような状態でもないと思いましたので、少しモデル的に３

市ぐらいの地方で、いわゆる地方都市の状況を確認してみました。国と同様に、その６ペー

ジの下にありますけれども、主要な施設、市役所ですとか公民館ですとか図書館ですとか市

が管理する施設の名前とか位置ですとか、あるいは、バリアフリーの情報、ここに書いてい

るもの、そういったものを各市でどういうふうな保有状況になっていますかとお伺いした

のが６ページでありまして、その結果が７ページに示しております。 

 Ａ市、Ｂ市、Ｃ市、それぞれ２段書きになっています。上が持っているか、持ってないか

と、下はそれを公開できますか、できませんかということであります。表の左右、あります。

左が基本情報、名称ですとか位置ですとか連絡先を管理しておりますかと、右はそのバリア

フリーの状況を管理していますかという表になっております。 

 まず、保有状況を見ますと、基本情報、バリアフリーとともにこれ、茶色い色を示してい

ますが、これ、一部データがそろっている、全部はそろっていないのが茶色でありますけど

も、市町村に聞きますと、やはり市町村が管理する施設の状態は基本的には皆さん、持って
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いるんですけれども、なかなかこの位置情報を緯度経度として管理していますかと聞くと、

緯度経度では管理していません、住所でしか持っていませんというのが大半でありました

のでほとんどが青で、中には青になっています、全部持っているというのは緯度経度も持っ

ていますというのを見受けられまして、基本は、基本情報は緯度経度はないけれども、それ

以外のものは持っていると。緑になっている持ってませんというのは、これ、Ａ市の場合は

トイレ、トイレの情報はつくっているけどしっかり管理はできてないのかなというふうな

声がありましたのと、下のＣ市はいろいろ市が持っていると思って聞いたものが、たまたま

市の管理でなかったとかという、病院とか公民館を民間に委ねているというふうなのがあ

ったという意味です。 

 民間のバリアフリーの情報につきましても、これも全部はありませんけど、先ほど６ペー

ジで示した項目全部のものを持っているわけじゃありませんけども、かなりのものは持っ

ていますよという茶色いのものが多くて、それぞれ持っている情報は公開、既にしている、

もしくは、公開することは可能でありますというふうな状況でありました。 

 ３市の情報でありますので、これをもって市町村が持つ情報についての傾向を示すわけ

ではありませんが、これを見たところ、当然ながら、市が管理する施設の情報というのは市

は持っていて、それを公開することについてもそんなに抵抗はなく対応はできる可能性が

あるということで、まずは国が提供して、それにならって市にもお願いしていくことでいろ

いろな情報が出てくる可能性はあるんじゃないかというのが７ページであります。 

 ８ページは、今度は公益的な団体が管理する施設、つまり、鉄道事業者の駅ですとか、あ

るいは、航空会社の空港ですとか、そういう公共的な空間の情報でありますけれども、これ

につきましては、国土交通省で、箱の中に書いていますけれども、高齢者と障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律、いわゆるバリアフリー法という法律に基づきまして、各交

通事業者が毎年１回、国土交通省に対して、この下の表にありますような基本情報、バリア

フリー情報を報告するという義務を課せられておりますので、これは法令に基づきまして、

国土交通省にはこういった情報が集まることになっております。 

 具体的には下の箱に書きましたが、全国で１万強の施設、鉄道駅が大半、９,５００ぐら

いですけども、そのほか、バスターミナルですとか旅客船ターミナルの施設の情報が国土交

通省に集まるような仕掛けになっております。 

 これらの情報も、先ほどの観光庁と同じで、そもそもの所有者は鉄道会社であったり、さ

まざまな方々でありますから、最終的にはそういった方々に了解をとってということにな
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りますが、これも私どもが今お伺いしている範囲では、基本的には国土交通省に提供してい

る情報というのは世の中に提供することも可能ではないかというふうなご回答をいただい

ていることでありますので、またこれも公開する方向で検討をしていきたいというふうに

思っております。 

 ９ページはこの先ほど言った鉄道事業者等のこの法律に基づいた報告を受ける情報がど

のぐらいの情報かという、先ほどの赤、オレンジ、青と同じように見ますと、やはり法律等

で決まっているものはほとんどがこの調査の中でも把握ができそうだということでありま

す。さらにオレンジ、青となってくると、これはちょっと個別にやる必要があるかもしれま

せんが、それはまた後ほどご説明をいたします。 

 １０ページ目はこれもバリアフリー法に基づく制度の中で私どもが把握できている情報

でありますけれども、認定特定建築物という仕組みがバリアフリー法の中にありまして、こ

れは民間の建築、民間だけでなくてもいいんです、公的な建築物でも結構で、建築物につい

て法律で決められているバリアフリーの基準、この下にあります出入口の幅ですとか廊下

の幅ですとか手すりが傾斜路にあるかないかですとか、さらには右に書いてありますけれ

ども、トイレだとか駐車場とか、そういったものがバリアフリー化しているかどうか、そう

いう基準を満たしている建築物については、建築主の申請に基づいて、国――、ごめんなさ

い、建築主事が、都道府県知事等の建築主事が、これは認定特定建築物です、バリアフリー

化されていますというふうに認定する仕組みがあります。 

 そういった建築物が今全国で、左下の表にありますけれども、百貨店、マーケット、病院、

老人ホーム、集会所等、５,０００弱、４,７７０の施設があって、その施設についても国の

ほうでその名称ですとか用途ですとか場所ですとか、そういったものを今エクセルファイ

ルで管理している情報であると。 

 これについては個々の施設管理者にご確認はとっておりませんけれども、基本的には申

請してくるような建物でありますから、公開することについても前向きに対応いただける

んではないかというふうに考えております。 

 ここまでは既にある情報であります。 

 それから、１１ページからは、ないんだけど、先ほど言いました、さらに欲しいというと

きに、前回、それぞれの施設管理者などにオープンデータにしてもらえませんかと、またこ

れも一般論でお伺いした結果、委員長はじめ委員の皆様から、もう少し政策目的を言うなり、

あるいは、施設管理者の事情に配慮したような条件をきちんと丁寧に入れれば、出してくれ
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るんではないかというご指摘がありましたので、利用目的ですとか利用方法なり、幾つかの

制限をすると。 

 そのとき、前回、森先生のほうからも、ただライセンスというのは基本的にはシンプルじ

ゃないと、複雑にばらばらということでご意見もありましたので、ひな形としてこういうも

のはどうであろうかというものをつくりまして、これについて、先回の調査では提供できな

いと言った方々に改めて、１２ページの表にありますけれども、いろんな方々に、こういう

ことでご提供いかがということであれば、それはそれで協力しますよというふうなことも

言っていただいています。 

 こういったデータをオープンデータと呼ぶかどうかは別にいたしましても、やはりこう

いう歩行者移動支援という目的で利用するということに対して、協力的にやっていただけ

るのではないかという案であります。 

 そのときに、あわせて、１２ページの下に書いていますけど、これも前回、森委員のほう

からアドバイスをいただきましたけど、やはり企業の皆様も、こういう情報を出すに当たっ

て、それがやはり社会貢献活動としてやっているということを評価なり検証してもらうよ

うな仕組みがあると、我々としても参画しやすいというふうなご意見もありましたので、１

３ページに示しております。 

 ほかのいろんな認証するような仕組みというのが、一番上のやつは先ほどの認定特定建

築物のマークでありますけれども、ありますので、こういうオープンデータ、バリアフリー

のオープンデータに取り組んでいるような企業・団体等に対して評価するような仕掛けと

いうのも少し検討していくと、今後よりデータが出やすくなる環境が整うんではないかと

いうふうに思っております。 

【坂村委員長】  ちょっとここで区切りますか。これ、３つ、違う施設ですよね。 

【総合政策局総務課政策企画官】  はい、すいません。では、ここまでが施設に関する情

報であります。 

【坂村委員長】  前回、もうちょっと緻密にやってくれという要求が出て、今回は緻密に

やっていただけたと思います。また、これを見ていると、ちゃんと趣旨を言えば、みんな出

してもいいのではないかということですね。たまたま最後の１２ページにあって嫌だと言

っているところは、このＮＰＯ法人がこのデータを売っているということらしいんですね。

これ、トイレ情報ですよね。 

【総合政策局総務課政策企画官】  はい。 
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【坂村委員長】  売っているので、オープンするのは嫌だと言うのは自由ですけど、ここ

が別に出してくれなくても、ちゃんとバリアフリー法により出てきているものを公開する

ことは、こことは関係なくできます。その意味では、このリストを見ると、もうほとんどの

ところが出してもいいと言っているのと、国に情報が集まっているので、これをうまく出す

だけでもかなり違うなと。例えば障害者トイレがどこにあるのかとか、どうなっているのか

という情報はもう全部集まっているわけだから、一刻も早くこれを出したほうがいいと私

は思いますけれども。 

 先ほどから、技監もはじめとして、出す意思はあるということを強くおっしゃっているの

で、これは前進するかというふうに思います。では、意見を伺いたいと思いますけど、委員

の方、どうでしょうか。これに対してご意見、どうぞ。 

【竹中委員】  意見というより、ちょっと感想等々ですけど、最初に植野さん、言われた

ように、今日、３.１１の日にこういう会議が開かれたのは非常に意義深いかなと思いなが

ら、いろいろお話を聞いていまして、オープンデータのことって、この会に参加するまで、

実はあんまりよく知ってなかったんですけど、とても勉強になりまして、いかにオープンデ

ータ化が重要かなということを改めて認識する中で、これだけの情報が国からも、特に国交

省が率先して出され、また、民間もそれなりのきちっとしたテーマ性と、それから、企業を

損なわないというか、それがあれば、ちゃんと出してくださるということで、大変心強いな

というふうに思いながら拝見しましたので、ぜひオリンピック、パラリンピックには世界で

最も歩行者移動に温かい、優しい日本ということになり得るように進めていければいいか

なと思いました。 

 以上です。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。 

 ほかにございますか。 

【田中委員】  水害対策ということで、今、渋谷地下街の関連企業が集まって協議会をつ

くっております。もともとの出発点は渋谷の地下に通ずる入り口が幾つあるか、誰も知らな

い。 

 何を申し上げたいかというと、完璧を期すと、実はこういうのって整備できなくて、やっ

ぱり国がある程度ぼんと出していただく。そうすると、漏れが目立ってきます。それがどん

どん追加されていくというそのベースをつくる上で、私はその完璧とか、いろいろと問題は

あったとしても、やっぱり出していっていただくという姿勢をつくることがすごく全体の
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基盤にアップするんじゃないかと思うので、ぜひ進めていただきたいというふうに思いま

した。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。全く私も同感ですが、これ、やっぱりできるだ

け早くやっていただきたいですよね。２０２０なんか待てない。２０２０年までといったら、

ずいぶん先の話になってしまいます。多分、竹中さんが言ったのもできるだけ早くというこ

とが含まれていたと思います。 

 それから、もう一つ、今、田中先生がおっしゃったのは重要だと思うのですけど、これも

私、前回から何回も言っていますけど、国が出さないでほかの人に出せはないだろうと。や

っぱり先行事例としてこれを出せば、完璧じゃなくても、ほかの人もこれに追従して出そう

ということになるので、少なくともさっきの渋谷の地下街に関しても、国が少なくともわか

っているデータを出した上で、これを完璧にしたいから、ほかの人たちも協力してくれと言

えば、民間のビルで入り口があるところが、じゃあ、出そうとなるとか。 

 今の話は施設に関してでしたが、この施設のところがわかっただけでも、バリアフリート

イレがどこにあるのかとか、みんなわかるわけですね。それから、あと、スロープがあると

ころはどこかというのは、少なくとも国はみんな持っていて、民間でも持っているところと

か、バリアフリー法のマークついているところはもうみんな出してもいいということにな

っただけでもかなり――というか、このマークがついてないところというのはないので、こ

れでほぼ網羅できますね。 

 順番としては、国、それから、地方自治体がそれに追従してすぐ、それから、民間と、こ

ういう順番だとも思うのですけども、これでどんどん先に進むといいと思いました。 

 それでは、その次の２番目として、移動に関するデータに関してもご説明いただきたいと

思います。 

【総合政策局総務課政策企画官】  はい。それでは、続きまして、移動に関するデータと

いうことで、１５ページ以降になりますが、移動に関するデータは１つは公共交通等のデー

タ、それと、もう一つは道路とか通路に関するデータと、それぞれございますが、まずは１

５ページからは公共交通に関するデータであります。 

 日本の場合、公共交通というのはほぼ民営化されておりますので、データ自体は民間の

方々が持っているものがほとんどであります。これらにつきましては、私どもが検討する以

前から、公共交通オープンデータ研究会という形で坂村先生が会長になっておられますけ

れども、その場で首都圏であります、これはフィールドは首都圏で今のところはありますけ
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れども、首都圏の鉄道事業者ですとか航空会社ですとかＩＴ企業なんかが参画して、公共交

通機関の運行情報ですとか施設の情報、こういったものをどんどん、どんどんオープン化し

ようというふうな取り組みが今まさに議論として進んでおります。 

 先般、昨年末にはメトロが１００周年記念とあわせて、メトロの持っている情報を大きく

オープン化して、ここに書いておりますような列車の位置ですとか遅延情報ですとか施設

の情報をオープン化したところ、２カ月間で２８１件のアプリケーションの応募があって、

先般、下にありますようなアプリケーションの表彰がなされたところでありますし、また、

１６ページには、これはそれに先立つ半年ほど前ですけども、これは首都圏のＪＲ、メトロ

をはじめ、私鉄各社がそろって情報を公開して、期間限定ではありますけども公開をして、

その結果としてさまざまなアプリケーションが出てきた事例であります。 

 こういう公共交通に関する情報につきましては、この研究会での取り組みなんかと連携

を図りながら、これをまたオープンな場に取り込んでいくというふうなことを進めていく

ことが効果的ではないのかというふうに考えております。 

 一方で、１７ページからは、今度、道路・通路に関する情報でありますけれども、これに

つきましては私どものほうで以前、歩行空間ネットワークデータというものを提案をして

おります。この概念図にありますように、歩道の上にノードとリンクを張りまして、それぞ

れのリンクに、右の黄色い四角に囲っていますような幅員ですとか段差ですとか路面の状

況ですとか、いろんな情報を入れて、そして、それを使って経路案内をしたらいいのではな

いかというふうな思想で提案がされているわけでありますけれども、１７ページの下の箱

にあります、現在の整備状況を申しますと、三大都市圏、東京、大阪、名古屋の一部の地区、

それから、私たちが試行的にやりました全国１４の地区で整備が行われていますけれども、

なかなかそれ以外の地区での整備が進んでないような状況であります。 

 その原因として、私ども、１つはやはり、真ん中の丸にありますけれども、実際これ、つ

くるとなると、幅員とか段差を現地で測量をしてデータをとるというふうな思想になって

おりますので、なかなか、キロ当たり１０万とか２０万というコストがかかって、現地で今

実際１４地区でつくったところも、一番多いところだと、奈良県の明日香村では５０キロ、

つまりこれだけで５００万から１,０００万ぐらいのお金がかかったりとかしていると。そ

の上に、さらにその上にメンテナンスにも５万円ぐらいのものがかかっていると、なかなか

市町村等にしてみると、簡単に整備ができないというふうな状況。 

 一方で、宇治地区、京都府宇治地区のようにちょっと４キロ程度の整備しかしてないとこ
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ろ、こういうところもあるんですけど、これはまた後ほどご説明しますけれども、やはり平

均しても十五、六キロぐらいの延長の整備をするとなると、それなりの負担もあるというこ

とで、これをこのまま広めていくとなるとなかなか広まらないんじゃないかということで、

１８ページ以降、少しこれに対して今後どう取り組むべきかというご提案をしております。 

 １つは、先ほど言いましたいろんなデータを集めているんですけども、実際使われている

データというのが、この１８ページの表で見ますと、１４地区と呼んでいます、１４の地区

でつくったところを見てみますと、実際、この項目全部、１９、２０項目ぐらいを調べるこ

とになって、全部調べているデータというのはこの赤で囲っています経路がエレベーター、

エスカレーター、階段、スロープはあるかどうかという情報と、幅員と縦断勾配と路面の状

況、これは舗装されているかどうかと、アスファルト、コンクリートということであります

けれども、そういう情報と、あと、段差と、このぐらいの情報は全ての地区でとっています

けど、その他の地区はそれぞれのサービスに応じて、とっているもの、とっていないもの、

非常にばらつきもあります。 

 そういった意味では、今、思想は全部整備しましょうという思想になっていますけれども、

必要なデータ項目というのももう少し、サービス水準に応じて見きわめていく必要がある

んじゃないかとも思っていますし。 

 １９ページは対象とする道路であります。これは先ほどの奈良県明日香村、五十数キロつ

くったようなところは、幹線道路から細街路まで、人が歩きそうな道は全て測量をしており

ますけれども、必ずしもそれだけ全部やる必要もなくて、例えばバリアフリー法の中で市町

村が基本構想をつくって重点整備地区というものを定めて、その中で特にバリアフリーを

すべき生活関連経路というふうなものを定めるようなスキームがありますので、そういう

発想で、特にバリアフリー化が必要な経路を定めて、そこだけをつくるというふうなやり方

もあるのかもしれないと思っています。 

 先ほど紹介した京都の宇治地区が４キロでよかったのはなぜかといいますと、２０ペー

ジをごらんいただくと、京都府宇治市ではまさにその市町村、市役所、宇治市役所がバリア

フリーの基本構想を定めて、重点整備地区というのはこの黒の点々の外枠ですけど、こうい

った地区を重点的にバリアフリー化をしようと、その中に生活関連経路というこの青い経

路がございます、こういう青い経路は駅とか神社とか庁舎とか、そこと結ぶ経路は優先的に

バリアフリー化をしようということを市がまず決めて、その上で特にやるべきところを赤

いところでやっているので、奈良県のような５０キロにならずに、４キロ程度で済んでいる
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ということでありますので、やはり対象道路というのもしっかりと見きわめる必要がある

のかなということであります。 

 ２１ページは整備の方法であります。先ほど、各地で現場で測量をしているというお話で

ありましたけれども、例えば道路台帳なんかを開きますと、段差まではわかりませんけれど

も、歩道の幅員ですとか中心線の縦断勾配ぐらいのことはわかりますので、そういったもの

を利活用する方法もあるかもしれませんし、あるいは、さらに段差とかそういうことになっ

てくると、今はなかなかございませんが、各地の実際の取り組みを見ますと、ＮＰＯ法人に

依頼をしたりして、一緒になって調べてみたりとか、あるいは、Ｃ市、一番下のＣ市はこれ、

先ほどの宇治地区と同じですけども、先にルートを決めちゃって、そこだけ段差を調べると、

そういうふうなこともやっておりますので、こういうことも踏まえて、整備手法なんかも考

えていかなきゃいけないんじゃないかと思っています。 

 道路・通路に関する情報については、今、なかなか整備が進まない中で、調べる項目です

とか調べる対象の道路ですとか調べる方法ですとか、もう少し工夫の余地があるのではな

いか、それを検討すべきではないかというのがここまでの結論でございます。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。 

 ここ、２つありますが、１つは公共交通網に関しては、先ほどご紹介いただきましたよう

に、私が会長をやっている公共交通オープンデータ研究会。何でそういう組織があるかとい

いますと、今のご説明にもありましたように、今、国鉄というのがなくなってしまって、民

間会社が、鉄道から飛行機からバスからタクシーからみんなやっているわけで、そういう方

の協力を最初から得なければならないということがわかっているので、集まっていただい

て、オープンデータ化をお願いしたいと、そういうことをやっています。それで、基本的に

は賛同いただいて、また、どういう形で出すか、どうせ出すのなら標準化して出そうという

ことになって進んでおります。 

 それで、メトロをはじめとして、オープンにしたらどういう効果が出るのかということを

試そうということで、オープンデータコンテストをやるとか、いろいろなことが行われてい

るわけです。 

 これに対しては国は応援してもらうしかなくて、やったほうがいいと言ってもらえると

進みます。当然、国土交通省はオブザーバーで入っていただいています。 

 問題はこの２番目の道路のほうで、これに関しては、もうちょっと考察と精査したほうが

いいという話になっています。新しくつくる道路だったら、例えば設計図というのがあるわ
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けだから、道路設計図データがあるわけですから、そこからとれないかというようなことを

まずこちらも思って、ちょっと伺ったところ、もちろん新しいのはそういうことは可能だけ

ども、古いのはデータがないとかいう話があるようですね。 

 今日、これ、伺いたいのですが、どうですかね、道路のデータは。これ、道路局の方に聞

いたほうがいいですか。 

【道路局】  道路局でございますけれども。今、先生がおっしゃったとおりのところが

多々あるのかなと思います。国が管理している国道の部分はある程度ある部分もあるかと

思いますけれども、特に地方自治体、特に市町村とか、そういったレベルになりますと、過

去の、何ていうんでしょうか、工事の発注をして施工をしたときの図面がちゃんと残ってな

いような自治体も結構あるのではないかというふうに推察をいたします。 

【坂村委員長】  国が作った道路だったら、出せるのですか。 

【道路局】  例えば道路台帳というのは国が管理している道路についてはＰＤＦ的なも

のとしてちゃんと整備はできておりますが、例えば歩道の幅員であるとか、あるいは、例え

ばどこに横断歩道橋があるとか、段差とか、そういった情報はまだ整備されていないと思い

ます。。 

【坂村委員長】  あと、１８ページ。ちょっと１８ページを見ているとわかるように、赤

囲みのところは特に重要というデータですよね。例えば勾配。車椅子の方が自力でもってそ

この坂を上れるかどうかというのは勾配でわかるわけですよね。 

【道路局】  はい。 

【坂村委員長】  道路は実際は３次元になっているから、要するに、横勾配も必要で、縦

勾配と横勾配と両方必要とか、ほんとは手すりなんかでもあったほうがいいだろうし、階段

だって何段あるかとかわかったほうがほんとはいいんですね。 

 ただ、ちょっと先ほど出たように、道路は複雑で、国道だけじゃない。国はやるぞと言っ

てもほかがどうかということもあります。ただ、実際の国民の目から見た場合に、道路はシ

ームレスにつながっていますから、ほとんどの人が国道なんだか市道なんだか県道なんだ

かという区別しているかどうかということもよくわからない。 

 やっぱりこれも同じように、率先して国が、必要なものだけはできるだけ出そうという気

持ちになってもらえれば、ほかもやるのではないかという気がするんですけどね。いかがで

すか。 

【道路局】  おっしゃるとおりだと思います。私どもでお出しできるものについては積極
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的にお出しをしていきたいというふうに思っております。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。じゃあ、どうやって出すかとかをもうちょっと

検討していただいて、出していただけると。 

【道路局】  そうですね、はい。 

【坂村委員長】  委員の方、どうでしょうか、これに関して何か。どうぞ。。 

【森委員】  すみません、先ほどの田中先生のご意見と全く同じなんですけど、あるもの

を出していただければ、もう全然、抜け抜けでもいいと思いますし、そうされておけば、今

後やったときには必ず出しましょうねということがルール化されるかと思います。それで、

新しいやつだけ、工事する都度、出していかれるということで、そのかわり、それは必ず出

すみたいなことでいいのかなというふうに思います。 

【坂村委員長】  田中先生、どうぞ。 

【田中委員】  今度は災害の立場から。道路ってすごくたくさんありますし、管理の状況

も随分違うというところがあるので、なかなか一遍にいかないと思うんですが、そういう意

味で優先というのはとても大事な発想なんだと思います。 

 ただ、日常と災害時というのは必ずデュアルでやらない限りだめだという原則があるこ

とは事実ですが、必ずしも日常の利活用がそのまま災害時に利活用の前提になるという保

証がないので、例えば避難路とか避難場所が変わってしまったりしますので、そこは幾分ご

配慮をいただければというふうに思います。それをお願いをした上で、目的はここなんだけ

れども、今はこれだけですよというマイルストーンというんですかね、それを書いていただ

ければ、その日常の優先順位からスタートしていってもよいような気がいたします。 

 まさに先ほど古屋先生がおっしゃっていましたけど、プラン・ドゥー・シーという形が重

要だと思います。最初から完璧を目指すと難しいと思います。今回こういうのが要るんだけ

ど、今これだけ出せますとか、ここだけ出せますという形でどんどん進めていっていただく

のが、災害にもいずれ役に立つんじゃないかという気がいたしました。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。とにかく基本的方針としては絶対という考えは

やめてくださいということです。とにかく今どういうデータがあるのか、いつのデータなの

か、いつ発表したのか、そういうデータの背景さえ一緒に出してもらえれば、あとは判断す

る側の責任とするということです。今日何回も委員の方から出ているように、絶対正しくな

いといけないとか言い出したら、もうデータが出なくなってしまいます。絶対と言った途端

に思考停止してしまって出せないとなる。ですから、絶対記さなきゃいけないとか、現状と
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の違いがあったらいけないとか言い出したら、もう「じゃあ出すのはやめよう」となる。正

しいかの検査をするといったら１０年かかるとか、平気でそういうことになって、そのうち

にまた現状が変わって、永久に出ないとなってしまう。だから、その段階で出せるものを出

してほしい。 

 当然ですけど、人間がこんな大量に出てきたデータを見れるわけないので、コンピュータ

で処理できるような形で出してもらえれば、データの読み方が難しいだろうとか難しくな

いだろうとか、わかりがいいとかわかりが悪いとかないですから、気にしなくていい。ちゃ

んとどうなっているのかだしていただければ、あとはコンピュータが読み解いてくれる。 

 そうでないと、わかりやすい形になどと言っても、紙で人間が見るのではないから、読み

解くのが面倒でもかまわない。わかりやすい形に書きなおしてと言ったら、また出ないです

よ。これ、どの形式が見やすいかなんて言っているうちに、時間がたってしまいます。です

から、ほんとは標準化されているほうがいいけど、そうじゃなくても、コンピュータだから、

何かとにかく無いよりは出してほしいということです。もう皆さん、おっしゃっていますけ

ど、そういうことを。 

 それと、災害時に当たっても、平常時のやつがないと、まずとにかく基準にならないから、

災害のことを考えるにおいても、今はどうなっているんだというのは出せるだけ出しても

らいたいと、そういうことになります。 

 ほかにございますか。ご意見、よろしいですか。 

 では、最後に行きますか。その他のデータ。 

【総合政策局総務課政策企画官】  最後にその他のデータというふうな形で、３つほどさ

らに国が有している情報で提供できるものがあるんじゃないかというご紹介をさせていた

だきます。 

 １つは、２３ページからでありますけれども、ハザードマップに関する情報でございます。

国がというよりも、市町村が、多くの全国の市町村が今ここに棒グラフで示すいろんなハザ

ードマップ、洪水ハザードマップですとか土砂災害のハザードマップですとか、いろんなハ

ザードマップを作成し、既に公表が進んでおります。 

 このハザードマップを作成する過程において、収集、整備する情報というのはいろいろな

情報が含まれておりまして、２４ページにはその一例を示しております。例えば地震ハザー

ドマップをつくるに当たりましては、これ、一般的な手法でありますが、土地分類基本調査

図から始まりまして、ボーリングデータですとか建物データですとか街路交通調査のデー
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タまでも収集して地震ハザードマップをつくるような例もあるようでありますし、洪水ハ

ザードマップをつくりますと、浸水深とか浸水想定区域はもちろんのこと、避難所ですとか

土砂災害警戒区域ですとか、そういった情報もあわせて収集がされているわけであります。 

 こういったハザードマップの地図だけではなくて、それをつくるために収集した情報も

公開をしていったらどうかという考え方でありますけれども、実際、２５ページに、こちら

は水局と地理院さんが内閣府と連携して、昨年、和歌山県の海南市のほうで、海南市が持っ

ているハザードマップを作成するために収集、整備したここの一覧表にありますような情

報を全てオープン化して、防災アプリを募るようなコンテストをやりました。結果として、

２６ページにありますように、さまざまな民間会社や個人、民間団体等からアプリケーショ

ンが提案をされたわけであります。 

 そういった意味では、今、せっかく全国の市町村がハザードマップを作成しているわけで

ありますから、そういった情報を、これもまた同様にオープンにしていくという取り組みも

必要ではないか。これにつきましてはもう既に地理院さんと水局さんのほうで相談しなが

ら、そういう方向で検討が進んでいるというふうに伺っております。 

 ２７ページはこれは国土交通省国土政策局のほうで管理をしています国土数値情報とい

う国土計画をつくるに当たって必要となるような基本的な情報、これも既にホームページ

上で提供、公開が始まっておりますけれども、その施設情報等につきましても、この表にあ

りますように、いろいろな情報が入っております。 

 この情報自体は少し位置精度が粗かったりとか、そもそものデータの出典が民間のもの

ですので、そちらとの調整が必要なものとかもありますけれども、これらのデータについて

も、可能な限り、先ほどのお話じゃないですけど、出せるものから出していくという方向で

今後進めていきたいというふうに思っております。 

 ２８ページは、先ほど来ご紹介しているバリアフリー法の再掲になりますけれども、バリ

アフリー法の中でいろんな施設のバリアフリー化を目指すということで目標を定めて取り

組んでおるわけでありますけれども、先ほどの施設のところでⅰの旅客施設の話と、それか

ら、ⅴの建築物のお話はご紹介いたしましたけれども、それ以外にも、道路、路外駐車場、

特殊公園など、さまざまの施設のバリアフリー化について目標を持って進めておりますの

で、当然その目標に向かったフォローアップも行われるわけでありますから、その際に入手

できる情報なんかというのも可能なものはどんどん提供していくべきではないかというふ

うな提案でございます。 
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 ２９、３０ページには、今ほど申し上げた３つのデータに関して基本的な考え方をお示し

しましたが、ご説明の中、あるいは、委員長の議論の中で出たお話がほとんどでありますの

で、説明は割愛させていただきます。 

【坂村委員長】  ありがとうございました。 

 ということで、その他というところでハザードマップとか、国土計画をつくっていく上で

いろいろ集めているとかいうようなデータに関してのオープン化も可能であるという話が

出てきましたけど、これに関して、委員の方からご意見をまずいただきたいと思いますが、

田中先生、ハザードマップ、どうぞ。 

【田中委員】  例えば地震のハザードマップ基礎となるのボーリングデータは、これは都

道府県市町村も持っていらっしゃいますが、民間が持っていらっしゃるんですね。そこで、

防災科学技術研究所が相当頑張って集めているということで、そこからオープンデータ化

していくということなんかもここになります。 

 利用で関して言うと、実は市町村のハザードマップってやっぱりマップ化が補助の条件

になっていることもあって、マップになるんですね。なので、我々、ソフトをつくるときに

結構、緯度経度に直すのが大変だというので、どこかで標準化していただけると幸いです。 

【坂村委員長】  人間の目で見るように変えられてしまって、コンピュータで処理するの

に適当な形になってないわけですね。 

【田中委員】  そうですね。標準化というのはどっかでやっぱり議論しなきゃいけない。 

 それから、３番目はハザードマップに関しては基本的には国と都道府県が基礎データを

出しているので、市町村はどちらかというとその情報を受けてマップ化をするというとこ

ろなので、国、都道府県がかなり主導的に動けると思いますので、わりと可能性があると思

います。 

【坂村委員長】  わかります。だから、加工しないで直接出して欲しいと、直接みんな出

せばいいんですよね。 

【田中委員】  そうそう、そういうことです。そういうことだと思います。 

【坂村委員長】  データを出せばいい、データのレベルでね。ありがとうございます。 

 ほかにはどうでしょうか。何かご意見ございますか。ハザードマップの話とか、いろいろ。

あとは、国土計画を立てるときのデータというのも、出してほしい。というのは、こういう

ようなものと、ハザードマップとほかのデータとあわせることにより、データをマッシュア

ップする、連携することによって、今まで見えなかったことが見えてくるとか、そういうこ



 

 -26-

とがあるので、これはもっと可能性がありませんか。 

【国土政策局】  いや、昔つくっていたものは、土地利用とかは地理院の地図なんかから

つくってましたので、わりとライセンス的に問題がないのが多いんですけども、最近は予算

も限られている中で、避難所とか役場とかのデータの整備を要求されていまして、その部分

というのはどうしても民間が既に集めたデータなんかをもとにしてつくっているので、す

ぐにライセンス的には出せないんですけれども、今、非営利目的とか、そういった形ではな

るべく出そうとしてますので。 

【坂村委員長】  私は少し協力しているから知っているのですが、国土計画を立てたり、

国土のグランドデザインをやるときに結構いろいろデータ集めていますよね。 

【国土政策局】  ああいうために使うのは構わないですけども。 

【坂村委員長】  構わないですか。 

【国土政策局】  はい。 

【坂村委員長】  いやいや、いろいろ計画、データをお集めになっているなと思うので、

あれを紙の形じゃなく出してほしいなという感じがするので、差し支えないものはこちら

に入れて出していただけたらと思うのですが。 

【国土政策局】  そういう意味で言うと、国土数値情報もあるんですけれども、計画をつ

くるためにいろんな計算をして、例えば時間圏域の図とかいうものをデータでもちろん全

部持っているので。 

【坂村委員長】  持っている？ 

【国土政策局】  むしろそういうものを出すと、皆さん、使っていただけるかなと。 

【坂村委員長】  そうですよね。 

【国土政策局】  はい。 

【坂村委員長】  ぜひ。そういう方向で進めていただきたいです。 

【国土政策局】  私は計画の部署を離れてしまったのですが、一部は人口推計のメッシュ

のデータとかはもう既にグランドデザインのときに出しましたので。 

【坂村委員長】  そうですね。人口がどういうような分布になっているかなどはこれは結

構重要ですよね、いろんなことを考えるときに。ぜひ積極的にオープンデータ化していただ

きたい。 

【国土政策局】  はい、わかりました。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。 
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 というようなことで、もうここまで来たら、どこかでちゃんと国土交通省が発表なさって、

これだけのデータを一挙に出すぞというようなことを言って、国土交通省オープンデータ

コンテストなんかを、正式に毎年これが普及するまでやるというのはいかがですか。この前、

麻生財務大臣と話したときに、税金で賞金は出せないのかというようなことを言ったら「税

金で賞金、いい語呂だな」とおっしゃって、財務省に検討させようと、そういうふうにおっ

しゃっていたから(笑)。いや、どうなるかわかりませんけど、そういうようなことがあると、

もっとオープンデータが普及するのではないかなと思います。 

 せっかくオープンしても周知しないと、またせっかく公開しているのにわからないとい

うのも何ですので、せっかくこの委員会でこういうことをやったので、だんだんまとまって

きたわけですから、ぜひ国土交通省にお願いしたいのは、どこかでまとまった段階で、「国

土交通省オープンデータ」というようなことで、これだけのものを出せるんだ、有効利用す

るといろんなことができる、というようなことを広く言っていただいて、オープンデータ化

のイニシアチブをとっていただけたら、ありがたいと思いましたので、ぜひよろしくお願い

します。 

  

 それでは、またあと、何かご意見あったら、最後にお願いするとして、議題（３）にいよ

いよ入りますけれども、これは国土地理院、お願いいたします。 

【国土地理院】  国土地理院でございます。「地理院地図の取り組み」についてご紹介を

させていただきます。入っていますかね。 

 すみません、ページめくっていただきまして、「基本測量に関する長期計画」と上に書い

てある資料があると思います。国土地理院はこの基本測量に関する長期計画に基づいて仕

事をしてございます。この新しい長期計画、東日本大震災等のことを受けまして、昨年の４

月に策定をしたものでございます。 

 背景としてはその地震のほか、インターネット上の地図等のデジタルデータが非常に使

われるようになってきているという、そういうことを背景にしてございます。下側に柱が赤

と青で書いてあります。２つございますが、赤いほうがその地図データの整備と地理空間情

報の整備、提供にかかるもの。この中にはもとになる電子国土基本図の作成であるとか整備

であるとか、そういったようなことが書かれてございます。 

 青いほう、これが地理空間情報をもっと使っていただくためにするために行うような施

策ということで、この中に地理院地図であるとか、あるいは、地理院地図３Ｄという３次元
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対応したものが、これは後ほど紹介いたしますけれども、ございますけれども、こういった

ようなもの、それから、それを進めていくための産学官の連携であるとか、そういったよう

なことが盛り込まれているということでございます。 

 次に、ページ、２ページ目に「地理院地図に関する取り組み」、地理院地図は従前、電子

国土と呼んでおったものでございますけれども、これも枠として左側が赤、右側が青という

ふうになっております。国土地理院のほうではその地図の情報の整備、あるいは、空中写真

の提供といったようなこと、それをオープンデータとして提供するというようなことをや

っているというようなことでございます。 

 これによって、いろいろな業界やユーザーがいろんな形で使っていただいて、民間サービ

スの地図の更新であるとか、あるいは、自治体であるとか、あるいは、国の機関であるとか、

これももう地理院の地図、地図データを使ってサービスを行っているというようなことで

ございます。 

 また、左側、赤いところの下側に地理院地図による提供というふうに書いてございます。

地理院はデータは出しているんですが、サービスもオープンソースを使った地理院地図と

いう形でこのデータをサービスを提供して、インターネットを通じて誰でも地理院のデー

タにアクセスできるような、そういう仕組みをつくっているということでございます。 

 スライドの３枚目にそのあたりが少し詳しく書いてございます。インターネット上で良

質な地図を提供するために、４つの戦略を用いて追求してまいりたいと思っております。 

 一番上が、先ほど来出ておりますオープンデータ戦略ということでございます。政府のオ

ープンデータ戦略に準拠した形でウェブで地図データを提供しておりますので、我々が配

信する地図データをいろんな形でいろんな人たちが使っていただけるというようなことに

なってございます。 

 また、２番目がクロスプラットフォーム戦略ということで、新しい地理院地図では業界標

準的な方法で提供しておりますので、いろんなプラットフォームで活用することができま

す。これも後ほどご説明いたします。 

 ３つ目がパートナー戦略ということで、国土地理院だけが技術開発をするのではなくて、

アプリをつくれるようないろんな民間も含めたパートナー様、現在、１００人ぐらいの方が

パートナー登録していただいておりますけれども、そことの情報交換や意見交換を行って、

良質なものを提供しようとしているところでございます。 

 最後のオープンソース戦略でございますけれども、地理院が提供する地理院地図という
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サービスはオープンソフトウエアからつくっておりますし、つくったものもオープンソフ

トウエアとしてGitHubを通じて公開して、誰でも改良して使っていただけるような形で提

供しているということでございます。 

 ４枚目にそのあたりのことについて、民間との関係について書いてございます。国土地理

院は基本的に正確で新鮮な地理空間情報のデータを提供するという立場でございます。ま

た、活用サービスのソースも提供してございます。それに、ＡＰＩ等の最新技術については

民間の企業に期待をして、これと相乗的に行う、あわせることによって、専門的な技術を持

ってないような方でも、あるいは、一般ユーザーの方でも自治体の方でも高度なサービスを

活用できるようになると。また、事業者の活性化にもつながるのではないかというふうに考

えてございます。 

 下に２つ絵が描いてありますけれども、地理院地図掛けるGoogle Maps ＡＰＩと書いて

あるのは、これは民間の方がグーグルマップを見るのに使うＡＰＩ、グーグルさんが提供さ

れているＡＰＩを使って地理院地図を見ることが、扱うことができるというサイトを構築

しているという、こういう事例でございます。 

 右側が地理院地図をやはりヤフーのＡＰＩを使って提供しているというサイトを一般の

方がつくられているという、そういう事例でございます。下のほうに、組み合わせ可能であ

ることによる実証されているソフトウエアの技術の例といたしまして幾つか書いてござい

ますが、例えば３Ｄプリンターであるとか、あるいは、ＣＡＤデータですね。建設とか土木

で使われているＣＡＤデータのＣＡＤのソフトウエアの背景として地理院の地図のデータ

を使うことができるようになっている。これもオープンで標準的なやり方で提供している

ということのご利益の一つでございます。 

 続きまして、５ページということでございます。最近の少し改良した部分ということで、

２つほど上げてございます。 

 １つは３Ｄ対応ということで、地理院地図から３Ｄデータを扱えるようになりました。３

Ｄがぐるぐると鳥瞰図みたいなものを回すことができますし、それから、３Ｄプリンターへ

の出力なんかも行えるデータを提供しておるところでございます。これは昨年８月の広島

の土砂災害等でも活用されたところでございます。 

 それから、今年の１月８日にタブレット・スマホ対応ということで新しいＯＳでの、新た

なＯＳでの地理院地図の表示ができるようにということでリニューアルをしたところでご

ざいます。 



 

 -30-

 最後でございますが、地理院地図パートナーネットワークという、こういうような会議を

持ちまして、地理院地図を応援してくださるいろいろな方々、特に民間で開発をされている

ような事業者様、こういうような方と意見交換を行いまして、今後、この我々の技術の向上、

提供の向上に向けてつなげてまいりたいというふうに思ってございます。 

 ありがとうございました。 

【坂村委員長】  ありがとうございます、どうも。 

 基本的に国土地理院の地図は以前から基本的にはオープンで、みんながこれを使ってい

るわけで、グーグルマップでも結局はこれがベースになっているわけですね、大もとの大も

とはね。 

【国土地理院】  はい。ありがとうございます。 

【坂村委員長】  それで、最近はそれをＩＴ、ＩＣＴ時代に向けて、もっと使いやすくす

るように、いろんな活動をなさっているというご紹介をいただきましたが、これに関してご

意見、委員の方から何かございますか、どうぞ。 

【竹中委員】  意見というか、また感想なんですけど、何かわくわくしません？ すごく。

ねえ。やっぱり国が動くことのすごみというのをすごい今回感じているんですよね。 

 それで、私、阪神・淡路、経験したときには、まだそのハザードとかマップとかいうイメ

ージも全然なくって、あれ以降にやっとインターネットが日本にも上陸したじゃないです

か。携帯を多くの人が持つようになって、今回の４年前のやっぱり震災では帰宅困難者みた

いな、今までではちょっと想像できなかったような被災の形もあらわれて、それで、帰宅マ

ップみたいなのが販売されたりすると。それがまた紙だとなかなか持ち歩くのが大変でい

つもポケットに入れているわけじゃないんだけども、今、スマホのようになって、ほとんど

パソコンがそのままポケットに入っているような状況になった中で、今、オープンデータで

それがどれだけ個人ユースの手元に届くかというのはやっぱりすごい時代になったなと思

うんですよね。 

 特にすごいのは、今、障害のある人とかお年寄りを、そうじゃない人が助けるためみたい

な議論があるんだけど、私ら体験から言うと全然別で、電動車椅子にスマホを積んでる子が

情報を持っていて、ぴゃっぴゃっ、ぴゃっぴゃっ走り回っていて、私ら、わからんとき、そ

の子に教えてもらうとかいうの、そういうの、しょっちゅうあるんですよね。それから、お

じいちゃん、おばあちゃん、困ってるときに、子供がちゃっちゃっと使って教えてあげると

かね、なんぼでもあるんですね。 
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 つまり、情報を持っているということと、それを発信できる人が障害がない人で、それが

できへん人が逆に障害があるみたいな、不思議な状況になっているんだけど、でも、そうい

う意味では、みんなが助け合いができるということと、それから、もう一つは、情報量によ

ってやっぱり有料のものとかありますよね。でも、それも情報を得ることはもう以前のよう

にただではなく、やはり必要なものにアクセスするためには幾ばくかの費用を払うんだと

いうことも、やはり皆さん、だんだん理解するようになってきて、しかも、いい情報をもら

うときには、少し値段が高くてもそれを出すと。それもその値段というのも、それがいろん

な企業努力によって大体ここら辺が納得できる金額だろうというようなことももうコンセ

ンサスが得られるような時代になってきた中で、今回、こういうふうにオープンデータと組

み合わせてというのは、非常にほんとにわくわくしながらお話を。 

 突っ込み出したら切りないし、どこまでやんねん、やらんかい、みたいに言う人もいるか

もわからないけど、そんなら、おまえ、やれやみたいな話で、できるところから順番にみん

なでやっていきましょうというこのコンセンサスが今できているというのは、改めてすご

いなと思いました。 

 先ほども言われたように、オリンピック、パラリンピックまでと言わず、それ以前に、と

にかくできるところから順次やって、どんどん発信していくというふうになればいいなと、

末端ユーザーの一人として思います。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。 

 ほかにどうでしょうか。よろしいですか。 

 ということで、国土地理院に続けてやっていただくのと、また、こちらのオープンデータ

化とあわせて、ぜひまたご協力、よろしくお願いいたします。 

 ということで、大体ここの資料３まで終わりまして、いよいよ４番目の議題でして、提言

です。ところで、この提言を出すのはいつ？  

【総合政策局総務課政策企画官】  本日ご議論いただきまして。 

【坂村委員長】  速やかに？ 

【総合政策局総務課政策企画官】  速やかに。 

【坂村委員長】  速やかに――ということなので、ここはもう最後のまとめみたいなもの

になってくるんですが、提言の案に関してちょっとご説明いただいて、ご議論いただくと。

まとまらなかったらこちらにご一任いただいて、それで、またもう一度再度、委員の方に説

明してということになりますが・・説明をいただいてディスカッションをしたいと思います
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ので、よろしくお願いいたします。 

【総合政策局総務課政策企画官】  それでは、お手元の資料４に基づきまして、提言の案

のご説明をさせていただきます。 

 提言、長文でございますので、それぞれの項目ごとに先に四角をつくって概要を書いてお

りますけれども、実際の提言はこの四角の部分をとって、文章のところのみになりますが、

今日説明用のために四角を書いておりますので、まずもってお断りさせていただきます。 

 構成としては１.に「はじめに」がありまして、２.で「オープンデータの必要性」、３.で

オープンデータで何ができるんだという可能性と役割、４.で、先ほどご議論いただいてい

た「オープンデータへの取組」ということでどんなデータがあるんだろうと、５.でその他

オープンデータとあわせて進めるべき事項があって、６.で「むすび」という構成にしてお

ります。それぞれについてご説明をさせていただきます。 

 まず、「はじめに」でありますけれども、これは第１回、第２回の議論の中でも皆さんに

ご意見賜りました。まずもって、この施策の基本的な考え方は、冒頭書いていますけれども、

あらゆる人が社会に参画して活躍ができるユニバーサルな社会をつくっていくためには、

その最も基本的な行動である移動というものを誰もが自由に自律的に移動できる、そうい

う環境を整えていくことが必要であるということを最初の段落で記述しております。 

 そして、また、最近のＩＣＴがどんどん進む中で、専ら健常者の方々に対する移動を支援

するサービスというのがビジネス、民間のビジネスベースでできていますけれども、障害者

の方ですとか高齢者の方ですとか、あるいは、災害時ですとか、そういうビジネスになじま

ないような領域においても、やはり公的な支援もはじめ、社会全体でそういった支援環境を

整えていく必要があるというのが２つ目のパラグラフであります。 

 ３つ目は私ども国土交通省がこれからも皆様方のご指導もいただきながら、移動、歩行者

の移動支援というものを進めてきましたけれども、さらに近年のＩＣＴの進捗を踏まえて、

ＩＣＴを活用しながら新たなステージに進めていくべきではないかということであります。 

 ４つ目に、先ほど来お話に上がっていますオリンピック、パラリンピックの開催が決定し

たので、それを大きな節目、目標として進めていくべきであると。最後に、この提言の性格

として、ＩＣＴを活用した歩行者移動支援サービスを進めるためには、オープンデータでや

っていくことがいいので、その必要性や可能性、あるいは、そのための国をはじめとした関

係者の果たすべき役割をまとめたものであるというふうなことが１.の「はじめに」に記載

しております。 
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 続きまして、２.「オープンデータの必要性」であります。これは第１回の会議のときに

皆さんにご議論いただきました。オープンデータとか歩行者の移動支援をするサービスを

やるための基本的な要素として、位置を特定する技術と、そして、そのサービスを受ける情

報の端末と、それから、さまざまなデータ、今日もご議論いただいたいろんなデータ、そう

いった３つの要素で構成される中、まず、位置を特定する技術は屋外についてはＧＰＳでお

およその位置がわかるようになっておりますし、また、屋内ですとかＧＰＳが届かないよう

な領域では、今、準天頂衛星ですとか、あるいは、屋内の測位技術などを官民が挙げて開発

をしており、また、今後それが精度も上がるし、範囲も広がっていくであろうと。 

 それから、情報端末につきましては、これももう皆さん、実感されておりますこのスマー

トフォンやタブレットというまさにモバイル端末が普及して、誰もが使える環境が整いつ

つあるので、こういったものを使うことでサービスの提供を容易にしているのではないか

と。 

 一方で、やはりデータについては、これも何度もこの会議でも説明しましたけども、サー

ビスを提供する事業者みずからが収集して整備しなければならないという環境にありまし

て、それがサービス提供の大きな課題になっているというふうな現状認識を示した上で、そ

ういった隘路を打開するために、まさにオープンデータの取り組みというのが効果的では

ないかというふうなことを書いております。オープンデータでデータを誰もが利用できる

ような環境を整えることによって、多くの人がいろんなサービスを提供することになって、

みんなで支え合いながらユニバーサルな社会ができていくのではないかと、そのようなご

提案を２.ではしております。 

 ３.に移りまして、「オープンデータの可能性と市町村の役割」と書いております。これが

本日の議題の（１）でもご説明をしましたとおりでありまして、いろんなデータが二、三年

前から出始めている中で、そういったいろんなデータでこれに基づいて開発されるサービ

ス、アプリケーションの中には、歩行者の移動を支援するようなサービスも多く含まれてき

ていると。こういったことを見ていると、今後ともデータを公開していくことでさまざまな

サービスが出現する期待をうかがわせているということとあわせて、引き続き、やはり国が

率先してそういう環境をきちんと整えていくべきではないかというふうなことを書いてお

ります。 

 それ以降、先ほど会議で説明しました鯖江市ですとか横浜市ですとか会津若松市の事例

をご紹介しまして、それらから得られた知見といたしまして、やはり、会議でも説明しまし
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た市町村の役割というのは非常に重要なんだけれども、従前のように課題の把握からサー

ビス提供まで一連の多様な役割をひとえに担うのではなくて、市町村はデータを公開した

り、そして、それを利活用するきっかけをつくるようなところに重点を置いて取り組んで、

サービス提供のところはいろんな主体に委ねるほうが効率的であるし、多様なサービスも

出現するのではないかというふうなことを記述をしております。 

 それとあわせまして、３.の終わりの４行でありますけれども、これも会議で説明いたし

ましたが、歩行者移動支援サービスを、そのサービス単体で提供することなく、いろんなサ

ービスと連携しながら、場に応じて、その場、その場で適切なサービスと組み合わせて提供

することも効果的であるというふうなことが３.の終わりに書いております。 

 ４.は「オープンデータへの取組」でありまして、先ほどの議題の（２）で説明しました

いろいろなデータがあるという中で、やはり国がまず率先してデータを公開していくべき

であるというふうなことを書いております。先ほど説明したように、施設に関するデータ、

移動に関するデータ、その他のデータと分けておりますけれども、施設のデータに関しまし

ても既に持っている情報というのをやっていくし、それにならって、都道府県や市町村も一

緒にやっていくということが望ましいんだと。 

 民間団体等が管理する施設データ、６ページになっておりますけれども、につきましても、

オープンデータ担当局とバリアフリー担当局が連携するなどして、いろんな施策で集めら

れる情報というのが民間のデータのほうにありますので、そういったデータも公開に向け

て進めていくべきであるというふうなことを記述しております。 

 また、移動に関するデータにつきましては、公共交通のデータというのは民間が持ってい

るものが多いので、民間の取り組みと連携しながら進めるべきであるし、道路や通路に関す

るデータにつきましては先ほどの議論のとおりでありまして、出せるものはもちろん出せ

ますし、また、今後、ネットワークデータのつくり方についてはさらなる検討が必要ではな

いかというご提案であります。 

 その他のデータとしまして、ハザードマップに関する情報ですとか、国土数値情報、こう

いったものも、先ほどご説明したとおり、積極的に提供に向けて取り組んでいくべきである

というお話を書かせていただきました。 

 ５.は、そういうオープンデータ環境の整備とあわせて、ほかに取り組むべきことがまだ

まだあるということで留意すべき事項を並べております。まず、（１）に「場所情報インフ

ラの共有化」と少しわかりづらい表現にしておりますけれども、特に屋内空間なんかで提供、
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位置を特定するためのビーコンですとかタグですとか、そういったものの共有化に向けた

取り組みが必要であるということを書いていますけれども、その前提として、そもそも歩行

者移動支援サービスというのを提供するには、先ほど申し上げましたように、さまざまなサ

ービスと連携しながらやることが効率的であるし、そういうためには、データにしてもイン

フラにしてもアプリケーションにしても、さまざまなサービスに利活用できるような互換

性ですとか相互利用性というものを意識しながら進めていくことが一般論として重要であ

るということを前段にお示しをして、とりわけ、先ほど言いましたそういう屋内のビーコン

ですとかタグ、こういったものの共有化というものは、これ、既にいろいろなところで、今

日も午前中は東京駅の会議もありましたし、ほかにも渋谷駅ですとか、今後、羽田、成田な

んかでもそういう活動が始まると聞いておりますので、とりわけこういうものについては

早急に検討を進めていく必要があるんじゃないかというふうなことを示しております。 

 （２）の基盤地図につきましては、先ほど地理院のほからご説明がありましたように、そ

の地図情報について誰もが利用しやすい形で整備・提供する、あるいは、地方公共団体や民

間企業等がその基盤地図を活用する仕組みなんかを整えていくべきであるということを記

述しております。 

 また、あわせて、（３）、（４）は成功事例をきちんと皆さんに紹介していくということも

大事だし、（４）はロードマップをきちんとつくってやっていくということでありまして、

同じ資料の１４ページのところに、ロードマップ、これ、第１回の委員会で皆様にご議論い

ただいたロードマップ、オリ・パラに向けて、その３年前にはしっかりプラットフォームを

つくっていこうねというふうなことでありましたけれども、まさに今回の取り組みも、１年

でできましたガイドラインの改訂、本来、２７年度に行うものを２６年度に今回やる予定で

ありますので、全体を少し前倒しした行程にさせていただいております。そういったことで、

すみません、８ページに戻っていただきまして、そういう取り組みの事例をするということ

であります。 

 最後の「むすび」であります。これは前回の委員会の終わりのほうで皆様からご議論いた

だいたことを書いておりますけれども、やはり少子高齢化が進む中で、今までの仕事のやり

方、行政の進め方、全てをひとえに担うというやり方では限界が来ているので、みんなで助

け合いながらやっていく必要があるのではないかと。まさにオープンデータというのはそ

ういう支え合いながらやっていこうという思想でやるものであるから、しっかりとそうい

う考え方でやると、大きな行政のパラダイムチェンジでもあるというふうな言葉もいただ



 

 -36-

きました。そういうことも書いております。 

 そういう行政全体の進め方の変革とあわせて、歩行者移動支援施策についても、これまで

の蓄積された知見も生かしながら、本提言を契機として、オープンデータの考え方でみんな

でやっていくと、そういう方向で進めていくことを期待していると、そういうふうな提言と

して案をつくらせていただきました。 

 ご審議、よろしくお願いいたします。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。 

 ということで、この提言を出すということですが、今まで１回目からの議論はかなり取り

込まれて、一言で言えばオープンデータ化が非常に重要なキーで、積極的にこういうことを

ベースにして歩行者移動をやるべきだと。何回も言われていますけれども、国だけでもでき

ないし、民間だけでもできないので、みんなで協力するような方法、方策でこういうものを

つくっていくべきじゃないかということにまとまっております。 

いろいろ細かいことでも何でもいいので、ご意見あれば、委員の方からいただきたいと思い

ますけど。どうぞ。 

【古屋委員】  ありがとうございました。ちょっと砕けて申し上げますと、１.番から５.

番目までを拝見してますと、データ保有者の責務みたいな形が、こうしなきゃいけない、こ

ういうふうにすべきという形でかなり自分自身、みずからに厳しいコメントをかなり書か

れているのかなという印象があって、例えばそのデータを活用する方とか利用するユーザ

ーとかというのはどこに書いてあるのかなというふうに読んでいたら、６.番目の「むすび」

で、大きなパラダイムシフトで、お互い助け合いながらやっていきましょうという、そうい

う書き方になっているので、非常にデータを持っている保有者と、それから、お互い連携し

ましょうというので、何ていうんでしょうか、バランスがとれているんじゃないかなという

ふうに思いました。 

 １つ、もしつけ加えることが可能でしたら、データを実際に活用していったりアプリをつ

くっていく、そういう活用される主体に対して、もうちょっとこういうふうに例えばお願い

できませんかとか、こういう面をフォローできませんかという、何かそういう、何ていうん

でしょう、活用者に対しての何か留意点みたいなものというのを、もし書き加えられるので

あれば、何かないかなというふうに、説明を聞いていて思いました。 

 例えばなんですけども、ちょっと奈良の橿原市に行ったんですね。そこは実はこの歩行者

移動支援のアプリケーションをつくっている場所だったんですが、私、失念して、現場に行
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ったわけです。そこまでずっと検索を見ていて、橿原は何の情報も出てこなかったんですね。

市役所のものしか出てこなかった。やっと現場に行ったら、そのアプリケーションを開発さ

れていますというのを現地で知って、あ、ここ、やってたんだ。そうすると、一生懸命アプ

リを開発してくれるんですが、いざ探そうと思うと、現地に行くまでわからない。 

 なので、多分その活用者の方は自分のフィールドをカバーしたらいいという、そういう意

識だったと思うんですけども、例えばユーザーの方にとっては、行く前に知りたいなとか、

それから、アプリケーションじゃなくてウェブベースで何か知りたいなという、多分ユーザ

ーを、何ていうか、ユーザーの使いやすさなんかも考えてもらうと、もっと活用してもらえ

るんじゃないか。 

 それから、先ほど先生がおっしゃられた防災面とか、それから、外国人というような非常

にユーザーとしては数は少ないんだけれども、ＩＣＴの利用には非常に大きいところもあ

る。そういうユーザーなんかも意図すると、もっといろいろ使い勝手があるんじゃないか。 

 そういう意味で、データを活用していく方々にはこういう面を注意しておいてねという

ふうな形で書くと、さらにもっと使ってくれるんじゃないかなという気もしたものですか

ら、ぜひデータの保有者の責務、それから、お互い頑張りましょうのほかに、もし使っても

らえるんだったら、こういうところも気をつけてねという、そういう書き方というのはでき

ないのかなと。 

 ちょっと思いつきで申しわけありません。よろしくお願いします。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。つくったものが使われないともったいないです

から。これはＰＲの問題もありますよね。 

【古屋委員】  そうですね。 

【坂村委員長】  せっかくアプリケーションがたくさん出てきても、どこにあるかわから

ないというと使えないですよね。 

【古屋委員】  そうですね。 

【坂村委員長】  だから、そういうようなことに対しては何か一言加わえられないか、考

えていただいてと。 

 ほかにはどうでしょうか。どうぞ。 

【森委員】  大変しっかりおまとめいただいたと思います。私も古屋先生とわりと近い意

見でして、提言としてはオープンデータによる歩行者移動支援サービスの普及促進だと思

いますので、オープンデータの部分とその歩行者移動支援サービスの部分があるというこ
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とかなと。 

 そうだとしますと、全体的にオープンデータのことはたくさん書いていただいているん

ですけれども、その歩行者支援サービスの普及促進が５.になっておりまして、ここでもう

少しその歩行者移動支援サービスの普及促進をもうちょっと書き足していただいたほうが

いいんじゃないかなと思っておりまして。 

 具体的には、古屋先生がおっしゃったようなことと同じなんですけれども、アプリならそ

のアプリを目立つところに置いてあげるとか、アプリコンテスト、既に地理院さんとかメト

ロでされていますけれども、アプリコンテストのことですとか、あと、もしかしたら、その

アプリ開発の一般的な情報、それはディベロッパーズサイトとかに書いてあるのかもしれ

ないんですけれども、ちょっと私、別のところで最近、自治体アプリのかなりの割合でプラ

イバシーポリシーが書いてないということをちょっと仄聞したことがありまして、そうい

う、何ていうんでしょうか、アプリ、これは自治体でも民間事業者でもそうですけれども、

アプリ、一般の要求事項に関する情報提供みたいな、歩行者移動支援サービスでアプリをす

るんだったら、こういうことに注意しましょうとか、つくったらこういうところに載せてあ

げますよと、多分、一般的な要求事項としては、セキュリティとユーザー情報の取り扱いの

２点だと思います。多分、自治体については基準が既に公表されていると思いますけれども。 

 そういうことを５.のところに、オープンデータを使って歩行者移動支援サービスをする

人たちに向けて、こういう手助けをしますみたいなことをちょっと書き足していただいた

らいいんじゃないかなと思いました。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。歩行者移動支援に関してはもうずっとやってき

たので、何か常識みたいになってしまって抜けてしまうところがあるのではないかと思い

ます。オープンデータはこの委員会では最近の話題で、ここ１０年間ぐらいやった中で最後

のほうになって出てきた話なので、特に詳しく書いてあるのですが、最初のほうで言ってい

たようなことも、もう一度書いた方がいいと思います。 

 例えば、障害をお持ちの方というのは１００人いたら１００人みんな違うリクエストを

出して、そういう方に対してのアプリケーションを行政が１００個つくるのは大変だけど、

オープンデータ化することで、できる人が１００人出てくれば対応できる。例えば具体的に

言うと、車椅子に乗っている人は階段は登れないから、そういうところを避ける誘導をしな

ければいけない。でも、例えば視覚障害の方だったら、そこは通れる。 

 だから、そういう多様性をサポートするとなると、一個一個アプリケーションをつくると
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非常に大変。やっぱりＮＰＯをはじめとして、助けてくれる人たちみんなでそういうアプリ

ケーションをつくれるようにしないと、そこを国とか市町村が全部提供するなんてとても

じゃないけどできない。だからという前提的な説明がちょっと入れば、何かもうちょっとわ

かってくるかなとか。その歩行者移動支援サービスというのは具体的にどういうことなの

かというのは、今言ったように、それが高齢者だったら、例えばエレベーターがあるところ

に誘導するとかですね。 

 そういうような説明が書いていなくて、いろんなアプリケーションがつくれるといいな

となると切実感が代わらないので、何かそういう前提をわかるように少し書き入れれば、そ

れが、先ほどの古屋先生の話も、今の森委員の意見も全く同じだと思うんですけど、ユーザ

ー視点をもうちょっと入れたほうがいいというようなことかなと思いました。 

 そういう前提が会って、その実現のためにオープンデータがないとだめなんだと。 

 何か、どうぞ。 

【田中委員】  今までわりと大所からのご発言だったですけど、すごい細かい話でいいで

すか。 

【坂村委員長】  どうぞ、どうぞ。 

【田中委員】  １ページ目の３段落目で「社会経済活動の前提である移動をあらゆる人が

自由に」と、「自律的に」という大変格調高い文章で始まっていいんだと思うんですが、そ

の最後は「公的な支援をはじめ社会全体で支援環境を整えていく必要がある」とありますが、

日常と一緒にやらなきゃだめだというデュアルユースのここでの議論をやっぱりここで少

し触れておいたほうがよいのではないか。日常との連携も図りながらというようなことが

１つ要るんじゃないかという気がしました。 

 それから、２番目が、２ページ目の下から２つ目に、これ、「多くの人の参加の下」とい

うことでわかる、読み取れるんですが、もともとここのチャレンジとか、そういうところか

ら始まっていますので、当事者という言葉が適切かどうかわからないですが、「当事者も含

む多くの人の参加の下」というと、何か少し利用者の広がりも見えるし、もともとの趣旨が

明確になると思います。 

【坂村委員長】  当事者も含めてということですね。 

【田中委員】  はい。 

 それから、これはちょっと感想なんですが、４ページ目の一番下で、「市町村の役割は」

ということで、今後の方針として、データを提供し、利用してもらうほうが中心だよと書か
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れているのですが、最初のChallengedや高齢者などには民間になじまないと言っているあ

たりで、１ページ目の先ほどの部分と若干ちょっと関係が読み取りにくいので、公的な支援

をしますとか、今、坂村先生がおっしゃったＮＰＯを使いますとかいうことなんだと思うん

ですが、その点を補っていただくほうがわかりやすいかなという気がしました。 

 それから、これはちょっと事実関係をご確認をいただければと思うのですが、先ほどもち

ょっと言わせていただいたんですが、６ページ目のハザードマップで、ハザードマップにつ

いての、マップをつくるのは確かに市町村なんですが、市町村は地震以外は基本的にハザー

ドの評価をやってない。津波も火山も、それから、もちろん川に関しては国管理、都道府県

管理ですから、その管理者がハザードマップの基本的なデータをつくっていますので、ここ

は国、都道府県というのが入れたほうがいいと思いました。 

【坂村委員長】  ちゃんと入れたほうがいい。 

【田中委員】  ただ、ちょっと国、都道府県、市町村はとやると、若干ちょっと日本語に

ならないので、１つ工夫をいただければというふうに思います。 

 これ以外にも、例えば難病の情報というのは県しか持ってない、都道府県しか持ってない

ですね。市町村は持ってないですね。そういう保健所関係のものというのはやっぱり全部の

基礎自治体が全部持っているわけではないので、その辺は少し確認をしていただければと

いうふうに思いました。 

 それから、７ページ目の５行目、上から５行目で、「コードで統一的に表現されることが

望ましい」ということで、「望ましい」というので、もう一歩ここの委員会で踏み込むかど

うか。何かそういう仕組みをつくるとか、何か簡単にマップから緯度経度を読み取れるよう

に何かできないのとか、何かそういうような仕組みをつくるという表現まで踏み込むこと

がいいかどうかは座長にお任せいたします。 

【坂村委員長】  はい。 

【田中委員】  あと、今、森委員、古屋委員の話ともちょっと絡むところだと思うんです

が、８ページ目の（４）、「ロードマップの作成」のところに、これ、オリンピックが出てき

ているので、これはこれでよいんだと思うんですが、何か一言、「ユニバーサルな社会を目

指す精神のもと」とか入れといていただけると、何か先ほどのご懸念も大分緩和されるんじ

ゃないかという気がしました。 

 以上、非常に細かいことばっかりで恐縮ですが。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。細かいことが今、重要です。もうじき出そうと
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いう段階ですから。「２０２０年オリンピック・パラリンピック」と言わないで、よく国で

使っているのが「２０２０年を見据えた」とか何とか言ってますよね。総務省が担当してい

るＩＣＴ関係での国のオリンピック対応を決めるのに「２０２０年に向けた社会全体のICT

化推進に関する懇談会」とかいう言葉を使ったり、あと、オリンピック・パラリンピックだ

けで終わるのでないということで、「レガシーが重要だ」というようなことを言っています。

具体的に言うと「オリンピック・パラリンピック」がターゲットだけど、その後、それだけ

でおしまいというイメージを出さないほうがいいなということで、ずっと我が国のインフ

ラになるのだというふうにしたほうがいいなと思いました。 

 それから、今、田中先生もおっしゃったように、場所情報インフラのこととコードのこと

に関しては、もう少し踏み込んだほうがいいなと思っていて、去年の暮れに日本学術会議が

この場所コードに関して、提言を出しています。私も日本学術会議に関係しているので。日

本学術会議の提言で「場所情報コード」が重要になるというようなことを言っているので、

それなりの重みがありますから、そういうものもここに入れてもいいのかなというような

ことを思いました。 

 あと、細かいことは先生もいろいろと言っておられましたが、僕はハザードマップのとこ

ろがすごく気になったんですが、やっぱり川の氾濫とかほかの災害――地震だけじゃなくて、

ほかにもいろんな災害があるんで、ちょっと誤解なく全部としたいです。 

【田中委員】  川は市町村管理ということはない、ほとんどないので、やっぱり国か都道

府県が管理していますので、そこはつけてほしい。というか、すみません、ご専門家を前に、

失礼しました。 

【坂村委員長】  その辺のところをちょっと緻密に書いたほうがいい、これは国土交通省

だから書いたほうがいいかなと思いました。 

 竹中さん、どうぞ。何か一言。 

【竹中委員】  この提言内容とちょっと外れるんですけど、実はニューヨーク州、ニュー

ヨーク市か、が車椅子のマークをチェンジしたんですよね。それがすごい世界的に好評で、

私、自分のブログとかFacebookなんかにも引用させてもらったんですけども、今回のこのプ

ロジェクトでは、ぜひこういうマークを車椅子のマークとして採用していただきたいなと。 

 今、日本の車椅子というのは誰かに車椅子を押してもらうパターンの車椅子の図なんで

すよね。これはその車椅子の人自身がアクションを起こしてというか、アクティブに動いて

いるという図なんです。ちょっと見えにくい。見えます？ ニューヨーク市、車椅子マーク
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とかで。それは、じゃあ、押してもらう車椅子の人のことを無視するのけとか、また突っ込

みが入るかもわかんないけど、そうじゃなくて、この私たちのプロジェクト、このプロジェ

クトというのは車椅子に乗っていてもアクティブに行動できる、自分から移動する、場所も

移動する思いも何か自律的にやれるんだよということをこのマークであらわしているって

思うんですね。 

 ですので、文章としてももちろんそういうことが込められているのを、すごく読んで私も

うれしかったんですけど、ぜひ使われるマークもこのマークにしていただくと、提言がより

提言したい内容とか思いが伝わるのではないかなと思いました。すみません、後でちょっと

皆さん、見て。 

【坂村委員長】  ありがとうございました。ちょっと文字ばかりでなく、ビジュアル的に

もという話ですね。この委員会で決めたことをやっていこうといったときに、何か今の竹中

委員の意見がすごくいいと思ったのは、何かマークとかそういうところにも気使って、そう

いうものによって、最初のほうで古屋先生のほうからもあったように、つくったものをみん

なが使ってくれなきゃしようがないから、みんなに広める工夫をしましょうと。とにかくい

ろいろと今、森先生からも田中先生からもいろいろ出ているようなものをとにかく取り入

れていただいて、ちょっと事務局、大変かもしれませんけど、私が全部見ますので、最終的

なものにしていきたいと思いますけれども、お任せいただいてよろしいですか。 

（「はい」の声あり） 

【坂村委員長】  ありがとうございます。 

 では、ご一任いただきましたので、事務局とよく相談しながら、修正しまして、またお届

けしますけれども、提言としてできるだけ早く速やかに公開したいと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 そろそろ今日ももうあっという間に時間が過ぎて、最後のほうになってきましたけど、技

監、一言何かございますか。一言お願いします。 

【技監】  いろんなところで歩行支援といいますか、アプリケーションも動き出したり、

実験もたくさんやられておりますけれども、いよいよそういうものをまとめていって、プラ

ットフォームというのか、何と申し上げたらいいのかよくわかりませんけれども、実用のほ

んとに動いていくもの、そして、そこにいろんな方が自由につけ足して発展していけるよう

なスタイルにとりかかるところなんだろうと思います。 

 そこまで技術も来ましたし、あるいは、スマホのようなものを個人が皆さん持つ時代にな
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って、やっと１０年前から先生方にご指導いただいている分野がいよいよ目の前に来てい

るんだろうなと思います。 

 そうなる前提の、あと、足りないところの急所をあと幾つか埋めてやるということが大事

なんだろうと思いますので、今回この提言も取りまとめていただきますけれども、また引き

続きご指導いただきながら、いよいよそういう段階に踏み込ませていただきたいと思って

おります。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【坂村委員長】  ありがとうございます。事務局も頑張ってもらって、だんだん提言とし

てまとまりそうになってきました。技監も今日出ていただいて、この方針に関しては皆さん、

大体もう間違いないという方針になってきたと思います。目的としてはこのＩＣＴを活用

したユニバーサルな歩行者移動支援の仕組みをオープンデータ方式でつくっていく事。そ

のときに国は、国土交通省、イニシアチブは国土交通省がとり率先してこれをやっていくよ

うにしたいということで、目標とするターゲットは一応２０２０年には間に合わせなけれ

ばいけないのですが、早倒しするのは全然問題ないので、国のアクションプランにもこうい

うものを入れるべきだというようなことを私も言いたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

 本日はありがとうございました。最後に何かその他で事務局のほうからございましたら、

どうぞ。 

【総合政策局総務課長】  はい。 

【坂村委員長】  それでは、第３回目のＩＣＴを活用した歩行者移動支援の普及促進委員

会を終わらせていただきます。どうも長い間、ありがとうございました。 

【総合政策局総務課長】  長時間にわたり、有意義なご議論、ありがとうございました。 

 本日の内容につきましては、後日、委員の皆様方に議事録の案を送付させていただき、ご

同意をいただいた上で公開させていただきます。また、簡潔な議事概要につきましては速報

版として近日中に国土交通省ホームページにて公表いたしたいと思います。 

 ほんとにどうも今日は長時間にわたりまして、ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 

 


